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１ 概要 

本資料は、2017年度に実施した『CO2フリー水素普及シナリオ研究会』（以下、シナリオ

研究会（シナリオ研）と称す）の活動成果報告書である。 

 

２ 実施項目 

2015年度以降実施中のシナリオ研の活動概要と国内におけ CO2フリー水素関連の主要動

向を示す。 

シナリオ研の活動概要と国内における CO2フリー水素関連の主要動向 

年度 2015 2016 2017

主催者 研究会・会議等の名称 2015 2016 2017
#1 #4 #7　　　　　　　　　　　　　　 　　　　#9　

　7. 水素ステーションの自立化
　8. 製油所HPU代替水素利用
　9. LNG／水素混焼コンバインド
　　 発電における水素使用量
10. 海外再エネ由来水素
11. 豪州褐炭液化水素の国富流出
12. 水素普及シナリオ

（省エネ・新エネ部
　政策課）

福島新エネ社会構想
実現会議

東京工業大学
（代表者：岡崎特命
　教授）

東工大 GHEC （Global
Hydrogen Energy Consortium）

GHEC立上げ
＆シンポジウム

FCCJ
（主査：東芝
　副主査：トヨタ）

Air Liquide
トヨタ自動車

Hydrogen Council
（水素協議会）

・13の国際的企業のリーダーによる、水素利用推進の新しい
　グローバル・イニシアチブ。（日本：トヨタ自動車、本田技研、川崎重工）

・2017年1月17日 第１回開催。
・新たに１１社が加盟(2017.9発表)（日本：岩谷、三井物産、豊田通商）

METI
（水素・燃料電池
　戦略室）

水素・燃料電池
戦略協議会

IAE ③CO2フリー水素普及

　 シナリオ研究会

ワークショップ（WS）&
拡大運営委員会

戦略ロードマップ
改訂（2016年3月）

CO2フリー水素ワーキング

1. 水素需要推算 （GRAPEによるシミュレーション）
2. 水素火力発電における許容水素CIFコスト
3. 水素エネルギーのコスト構造分析 （LNG vs
　　液化水素：海外流出／国内還流金額等）
4. 水素エネルギー経済の検討
　　（水素市場規模推定）
5.  CO2フリー水素の定義
6. 日本におけるP2Gのあり方

＜CO2フリー水素関連の国内動向＞

（グローバルな動向）

CO2フリー水素ワーキング　（３９社）

再エネの導入拡大(2020年)と水素社会実現のモデル構築（2030年）によ
り未来の新エネ社会のモデルを創出（2040年）。

＜政府＞ ＜安倍首相の施政方針演説＞
　・国際的な水素サプライチェーン構築
　・神戸で水素発電
　・液化水素船

＜再エネ・水素等関係閣僚会議＞
　・水素社会実現の基本戦略（2017.12策定）
　・サプライチェーン構築と水素発電導入
　　の共通シナリオ策定

グローバルなスケールでの水素サプライチェーン構築とこれに

係る技術課題解決、様々な利用技術の検討等を目的に設立。

・再エネ導入時の水素利用
・Power to Gas（P2G）活用
・制度整備、等

・CO2フリー水素利活用の実現
・課題抽出、課題解決の方策検討
・関係会員企業の取組提言、等

 

 

2017年度の実施項目は以下の通りである。     

（１）水素需要推算（GRAPE によるシミュレーション） 

2016 年 GRAPE モデルを用いた感度分析と GRAPE モデルの拡張（一部）を行った 

（２）水素ステーション（水素 ST）の自立化 

水素 ST 自立化は水素本格普及における重要で大きな課題である。2017 年 12 月

METIにて策定された水素基本戦略も踏まえて、水素ＳＴの自立化を、＜需給バランス＞

と＜価格バランス＞の両立性から検討した。 

（３）製油所 HPU 代替水素利用量     

一般海域における船舶燃料の低硫黄化規制が 2020 年に開始されることが決定した
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ことを踏まえ、それに伴う国内水素需要量（増加量）を検討し、製油所 HPU 代替としての

水素利用の可能性を検討した。 

（４）LNG／水素混焼コンバインド発電における水素利用量 

水素社会実現のためには発電事業用水素発電の本格普及が必要不可欠と言える。

発電事業用水素発電が本格普及する前に、既存の化石火力発電で水素混焼が実施さ

れると思われる。水素火力と LNG 火力はシステム構成が比較的類似していると思われ

ることから、LNG／水素混焼コンバインド発電による水素使用量を検討した。 

（５）海外再エネ由来水素サプライチェーンの経済性 

ＩＡＥで検討した海外再エネ由来水素製造と川崎重工業(株)の水素液化・海上輸送を

組合せる形で、海外再エネ由来 CO2 フリー液化水素サプライチェーンの経済性を検討し

た。 

（６）豪州褐炭由来の CO2 フリー液化水素の国富流出 

従来、褐炭燃料は現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と想定

し、褐炭燃料を少し高めに設定し、ロイヤリティー（海外流出）は考慮していなかった。 

今回、従来少し高めに設定していた褐炭燃料のうち上乗せした分をロイヤリティー（海

外流出分）として見直しを行った。 

（７）CO2 フリー水素普及シナリオ 

2017 年 12 月に METI にて策定された水素基本戦略を踏まえ、日本における CO2 フリ

ー水素が普及していくシナリオを検討し、2030 年、2040 年、2050 年断面で定量的にまと

めた。特に、2030 年については、水素ステーション（水素 ST）の自立化、製油所 HPU 代

替水素利用、LNG／水素混焼コンバインド発電での水素利用、等を中心に＜需給バラ

ンス＞と＜価格バランス＞の両立性を定量的に示し、発電事業用水素発電の本格普及

に至る水素普及シナリオ（絵姿）を示した。 

 

３ 実施体制・メンバー 

2017 年度のシナリオ研究会の体制、メンバーを、各々表３－１、表３－２に示す。 

表３－１ 2017 年度のシナリオ研究会の体制 

 委員長 

METI／NEDO 
(オブザーバー) 

IAE 
(事務局) 

大学 民間 

 

団体 

（８） 

（６） （３） （１６） 

（９） 

（ ）：人数  
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表３－２ 2017 年度のシナリオ研究会のメンバー 

（２０１７年度シナリオ研 メンバー @ 2018.1.18） （順不同 敬称略） （R.1 2018.4.4） 

体制 氏名 所属(1) 

委員長 山地 憲治 （公財）地球環境産業技術研究機構（ＲＩＴＥ） 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

太田 健一郎 横浜国立大学 

岡崎 健 東京工業大学 

佐々木 一成 九州大学 

堂免 一成 東京大学 

名久井 恒司 東京理科大学 

亀山 秀雄 東京農工大学 

西宮 伸幸 （一社）水素エネルギー協会（ＨＥＳＳ） 

長谷川 裕夫 （地独）東京都立産業技術研究センター 

浅野 浩志 （一財）電力中央研究所 

菊池 和廣 コスモ石油（株） 

伊藤 正 千代田化工建設（株） 

北川 雄一郎 三菱日立パワーシステムズ（株） 

壱岐 英 ＪＸTG エネルギー（株） 

黒津 歩 大阪ガス（株） 

日比 政昭 新日鐵住金（株） 

鈴木 隆 新日鉄住金エンジニアリング（株） 

梶原 昌高 岩谷産業（株） 

瀬尾 敦子 東京ガス（株） 

新道 憲二郎 川崎重工業（株） 

仁王 彰夫 三菱商事（株） 

チヴァース 陽子 （株）三井住友銀行 

小俣 浩次 電源開発（株） 

松島 悠人 （株）日本総合研究所 

小島 康一 トヨタ自動車（株） 

羽藤 一仁 パナソニック（株） 

オブザー

バー 

資源エネ庁 総務課 

資源エネ庁 省エネ・新エネ部 新エネシステム課 水素・燃料電池戦略室 

資源エネ庁 資源・燃料部 政策課 

経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ） 

新エネルギー部 燃料電池・水素グループ 

増田 美幸 （国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ） 

技術戦略研究センター エネルギーシステム・水素ユニット 

嘉藤 徹 （国研）産業技術総合研究所（ＡＩＳＴ） 燃料電池システムグループ 

栗山 信宏 （国研）産業技術総合研究所（ＡＩＳＴ） 電池技術研究部門 

（注記(1)：各位は所属の代表としてではなく、個人として出席）（青字は初参加者）  

 



４ 成果 

４．１ IAE 主催の自主研究会の活動概要 & CO2 フリー水素関連の動向 

本文末尾に添付の資料４．１に自主研究会の活動概要と CO2 フリー水素関連の動向を示す。 

2010 年度後半から 2011 年度末までは『CO2 フリー水素チェーン実現に向けた構想研究会』

（以下、構想研究会と称す）を実施し、CO2 削減率やゼロエミッション電源比率に関する当時の政

府目標に対して CO2 フリー水素が目標達成に貢献し得る有力なオプションの一つであるというこ

とを弊所保有のシミュレーションモデル（GRAPE）により定量的に示し、共通認識を醸成した。ま

た、考え得る CO2 フリー水素チェーンをリストアップし、各チェーンについて技術成熟度の検討を

行い、有機ハイドライドのグローバルサプライチェーンは2020年頃、液化水素のグローバルサプ

ライチェーンは 2025 年頃、実用化可能との評価を得た。さらに、当時、東日本大震災を踏まえた

基本計画の見直しが検討ており、意見募集が資源エネ庁総合政策課にてなされていたことから、

輸入水素はLNGに類似しているとの認識の下、『輸入水素は擬一次エネルギーとみなし得る』と

の提言を行った。 

2012 年度から 2014 年度までは、『CO2 フリー水素チェーン実現に向けたアクションプラン研究

会』（以下、アクションプラン（AP）研究会と称す）を実施した。 

そのうち 2013 年度までの 2年間は、CO2フリー水素需要に関するエネルギーユーザの意見集

約、需要推算（GRAPE によるシミュレーション）を実施し、CO2 フリー水素チェーンの絵姿やロード

マップを作成するとともに、CO2 フリー水素の多面的評価を実施し、水素の大量需要を目指す技

術開発プランとしてまとめた。 

2014 年度は、2014 年 4 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で「“水素社会”の実

現に向けた取組の加速」が示され、2014 年 6 月に策定（2016 年 3 月に改訂）された「水素・燃料

電池戦略ロードマップ（資源エネルギー庁）」の中で、フェーズ 2 として 2030 年頃に「発電事業用

水素発電の本格導入、及び、海外での未利用エネ由来水素の製造、輸送・貯蔵の本格化」が示

された。 

これら政府の動向と並行して、AP 研究会では、2014 年度は、主に、火力発電において CCS

（Carbon dioxide Capture and Storage；二酸化炭素の回収・貯留 )を考慮した場合の燃料の熱量

等価水素コストの検討、水素普及シナリオの基礎検討、国富流出低減の予備検討等を行った。  

2015 年度から現在までは、『CO2 フリー水素普及シナリオ研究会』（以下、シナリオ研究会と称

す）を実施中で、2015 年度から 2016 年度にかけては、従来継続実施している GRAPE による水

素需要推算の他に、火力発電における許容水素 CIF コスト、水素エネルギーのコスト構造（LNG 

vs 液化水素：海外流出／国内還流金額等）、水素エネルギー経済（水素市場規模推定）、CO2

フリー水素の定義、日本における P2G のあり方、等について検討し、水素普及シナリオの絵姿

（予備検討）、CO2 フリー水素のコストダウンシナリオ（イメージ）、化石火力代替水素火力導入シ

ナリオ（基礎検討）、水素コンバインド／天然ガスコンバインドの経済性比較（例）、豪州褐炭由

来輸入 CO2 フリー液化水素の海外流出／国内還流金額の推算（例）等の形でまとめた。 

国内外における（CO2 フリー）水素関連の動きは、ＡＰ研究会立上げ以降、より活発になってい

るように思われる。 
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４．２ ２０１７年度シナリオ研の総括 

本文末尾添付の資料４．２に、2017 年度のシナリオ研の総括、主に研究会でいただいたコメ

ントとそのフォローアップ、を示す。2017 年度は下記話題提供もしていただいた。 

①水素供給シナリオ（by 千代田化工 遠藤様）（第８回シナリオ研） 

②水素液化のエクセルギー解析（東京理科大学 名久井委員）（第８回シナリオ研） 

③FCCJ CO2 フリー水素の定義 （FCCJ 小島委員）（第９回シナリオ研） 

 

４．３ 水素需要推算（シミュレーション） 

具体的な本年度の実施内容は以下の通りである。 

１）2016 年 GRAPE モデルを用いた感度分析 

－網羅的な拡張版感度分析を実施 

２）GRAPE モデルの拡張（2017 年モデルの作成） 

－各種条件の検討と一部条件の実装 

 

４．３．１ 感度分析の条件設定 

（１）CO２制約：条件設定 

・CO2 排出量の上限として設定 

・ベースケース 

－～2030：Paris 協定で宣言された世界各国の NDC 準拠 

－2030～：下記グラフ青線（2050 年時点で 1990 年比世界半減、先進国 80%減） 

・感度分析ケース設定 

－低位（削減緩和・灰線）：2030 年以降の削減率を-5%(排出量を+5%) 

－高位（削減強化・橙線）：2030 年以降の削減率を+5%(排出量を-5%) 

0.0
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0.6
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1.0

1.2

1.4

2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

世界全体のCO2排出量（1990年=1.0）
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（２）CCS 可能量：条件設定 

・2020 年以降の地域別累積 CCS 貯留量の上限として設定 

・ベースケース：ETP2015 ２DS シナリオに準拠 

・感度分析ケース設定 

－低位：貯留量上限を-50% 

－高位：貯留量上限を+50% 
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（３）原子力：条件設定 

・条件 1：2020 年以降の地域別原子力発電設備容量上限 

・条件 2：日本の原子炉寿命（40 年/60 年）&フェーズアウトあり/なし 

・ベースケース 

－日本以外：IAEA Energy, Electricity and Nuclear Power Estimates for the period up to 

2050, 2015 edition  

－日本：新規制基準適合性に係る審査から推定 

・感度分析ケース設定 

－低位：上限-50%、日本の炉寿命 40 年+フェーズアウト 

－高位：上限+50%、日本の炉寿命 60 年 
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４．３．２ 感度分析結果 

（１）感度分析結果 A)：一次エネルギー供給量 

 

 

（２）感度分析結果 B)：総発電量 
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（３）感度分析結果 C)：水素火力発電由来の発電量 

 

 

 

（４）感度分析結果 D)：水素需要総量 
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（５）感度分析結果 E)：再エネ由来水素供給量 

 

 

（６）拡張感度分析結果 F)：輸入水素供給量 
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４．４ 水素ステーション（水素 ST）の自立化 

水素 ST 自立化は水素本格普及における重要で大きな課題である。2017 年 12 月 METI にて

策定された水素基本戦略も踏まえて、水素ＳＴの自立化を、＜需給バランス＞と＜価格バランス

＞の両立性から検討した。その検討結果を本文末尾に添付の資料４．４に示している。 

「水素 ST の自立化」 には、FCV の普及のみならず、水素サプライチェーンの普及や、FCV 以

外の分野での比較的大規模普及による水素の＜需給バランス＞と＜価格バランス＞の両立が

不可欠で、製油所 HPU 代替や LNG/水素混焼火力発電での CO2 フリー水素の利用がキーとな

るのではないか。そのためには水素ＣＩＦコストを 24 円/Nm3 程度まで低減させる必要があると思

われる。 

 

４．５ 製油所 HPU 代替水素利用量 

水素コンバインド発電が本格普及する前に、製油所 HPU 代替（ケミカル利用）として水素が利

用される可能性がある。一般海域における船舶燃料の低硫黄化規制が 2020 年に開始されるこ

とが決定したことを踏まえ、それに伴う国内水素需要量（増加量）を検討し、製油所 HPU 代替と

しての水素利用の可能性を検討した。その検討結果を本文末尾に添付の資料４．５に示してい

る。 

政府支援の下、水素調達価格が 30 円/Nm3 以下となり 25 円/Nm3 に近づくと、製油所での脱

硫用水素の新たに 6 億 Nm3/年程度の需要が期待できると思われる。 

 

４．６ LNG／水素混焼コンバインド発電における水素利用量 

水素社会実現のためには発電事業用水素発電の本格普及が必要不可欠と言える。発電事

業用水素発電が本格普及する前に、既存の化石火力発電で水素混焼が実施されると思われる。

水素火力と LNG 火力はシステム構成が比較的類似していると思われることから、LNG／水素混

焼コンバインド発電による水素使用量を検討した。その検討結果を本文末尾に添付の資料４．６

に示す。 

LNG火力発電所で水素が5vol%混焼されると想定し、千葉＆神奈川エリア、愛知＆三重エリア、

及び大阪＆兵庫エリアについて、水素需要量を推算した結果、千葉＆神奈川エリア（７LNG 火

力、計 2,006 kW）では、約 6.9 億 Nm3/年、愛知&三重エリア（３LNG 火力、計 957 kW）では約 3.3

億 Nm3/年、そして大阪&兵庫エリア（４LNG 火力、計 845 kW）では約 2.9 億 Nm3/年となり、３エリ

ア合計での水素需要量は約 13 億 Nm3/年となった。 

 

４．７ 海外再エネ由来水素サプライチェーンの経済性 

ＩＡＥで検討した海外再エネ由来水素製造と川崎重工業(株)の水素液化・海上輸送を組合せる

形で、海外再エネ由来 CO2 フリー液化水素サプライチェーンの経済性を検討した。その検討結

果を本文末尾に添付の資料４．７に示す。 

発表されているアブダビ太陽光発電電力（Sweihan PV IPP）の Weighted LEC（*1）は、2.42 ｾﾝ

ﾄ/kWh であり、110 円/ﾄﾞﾙとすると 2.66 円/kWh となる。その安い電力がそのまま水素液化と積
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地基地に使用できるとした場合の、水素液化機と積地基地の運営費は、川崎重工業(株)が示さ

れていた従来値から以下の通り低下すると推算される。（積地基地のコスト低下は桁落ちしてお

り、表示上は不変） 

・水素液化機： 9.8 円/Nm3 ⇒ 7.9 円/Nm3 

・積地基地： 3.2 円/Nm3 ⇒ 3.2 円/Nm3 

これら水素液化機と積地基地の運営費の低下を考慮し、水電解水素製造のコストとして水の

費用（1 円/Nm3-H2）を含めて、UAE の太陽光由来水素サプライチェーンのコストを見直すと、

37.0 円/Nm3-H2 となる。 

（*1）:Levelized Electricity Cost：均等化発電原価：発電所に必要な全コストを発電期間の全発電量で割った値 

 

４．８ 豪州褐炭由来の CO2 フリー液化水素の国富流出 

従来、褐炭燃料は現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と想定し、褐炭

燃料を少し高めに設定し、ロイヤリティー（海外流出）は考慮していなかった。 

今回、従来少し高めに設定していた褐炭燃料のうち上乗せした分をロイヤリティー（海外流出

分）として見直しを行った。具体的には褐炭燃料単価を以下の通り海外流出分と国内還流分に

分けた。 

・褐炭燃料代： 15 A$/ﾄﾝ ⇒ （為替レート：81 円/A$） ⇒ 2.3 円/Nm3-H2 （by KHI） 

・海外流出分：  5 A$/ﾄﾝ （33.3 %） （by IAE） 

・国内還流分： 10 A$/ﾄﾝ （66.7 %） （by IAE） 

検討結果を本文末尾に添付の資料４．８に示す。国内還流率と海外流出率は、各々、従来値

から以下の通り変化した。 

・国内還流率（金額）： 53.5 % ⇒ 51.0 % 

・海外流出率（金額）： 46.5 % ⇒ 49.0 % 

以上から、以下の通り考察した。『開発輸入水素の CIF コスト（29.8 円/Nm3）に占める国内還

流の割合が比較的高いのは水素製造と水素液化である。従って、将来、液化水素チェーンが本

格普及した時、褐炭燃料におけるロイヤリティー（オーナー収益）に多少変動があっても、全体

の国内還流率は 50%程度維持されることが期待できる。また、ＬＮG と熱量等価の開発輸入水素

は全体の金額は増えるが、国外流出金額はＬＮＧと同程度であり、全体金額で増えるその分は

国内還流として増える、と言える。』 

 

４．９ CO2 フリー水素普及シナリオ 

2017 年 12 月に METI にて策定された水素基本戦略を踏まえ、日本における CO2 フリー水素

が普及していくシナリオを検討し、2030 年、2040 年、2050 年断面で定量的にまとめた。特に、

2030 年については、水素ステーション（水素 ST）の自立化、製油所 HPU 代替水素利用、LNG／

水素混焼コンバインド発電での水素利用、等を中心に＜需給バランス＞と＜価格バランス＞の

両立性を定量的に示し、発電事業用水素発電の本格普及に至る水素普及シナリオ（絵姿）を示

した。それを本文末尾に添付の資料４．９に示す。 
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１）2030 年 

2030 年はグローバルで比較的大規模な水素サプライチェーンが商用化され、発電事業用水

素発電（ＬＮＧ／水素混焼）が導入される見込みであることが、水素・燃料電池戦略ロードマップ

に明記されている。また、水素基本戦略（2017 年 12 月策定）では水素調達量 30 万 t/年（34 億

Nm3/年）、利用水素コスト 30 円/Nm3 が明記されている。一方、川崎重工業(株)は、ＦＳにて豪州

褐炭由来の CO2 フリー液化水素を 25 億 Nm3/年、29.8 円/Nm3 で商用輸入する実現性を、以前

より明示している。 

また、METI により 2020 年代後半に水素ＳＴの自立化を目指ことが示されており、その時の水

素販売量は約 8 億 Nm3/年である。この水素販売量で ST 運営事業として収益が確保されて初め

て自立化達成と言えるが、これら需給バランスと価格バランスが両立する必要がある。 

以上のことを踏まえ、ＩＡＥとして本文末尾に添付の資料４．９で具体的（定量的）な＜価格バラン

ス＞と＜需給バランス＞の両立性を参考として示し、以下に示す提言をさせていただいた。 

＜需給バランス＞ 

・METI の水素基本戦略による 2030 年における水素調達量（供給量）は 30 万 t/年（34 億

Nm3/年）で、これに対し IAE 想定の水素需要量は、水素 ST：8 億 Nm3/年、製油所 HPU 代

替：6 億 Nm3/年、LNG 火力混焼利用：13 億 Nm3/年、その他利用（期待）：7 億 Nm3/年でバ

ランスする。 

・水素調達量（供給量）34 億 Nm3/年のうち、豪州褐炭 CO2 フリー水素が 25 億 Nm3/年で、残

り 9 億 Nm3/年は国内製造水素でバランスする。 

・IAE の GRAPE ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる需要量はベースケースで約 70 億 Nm3/年、CCS 貯留量増

加ケースで約 140 億 Nm3/年である。 

＜価格バランス＞ 

・水素販売価格を現行の 96.1 円/Nm3 とした場合、CIF コストが 29.8 円/Nm3（KHI 殿の FS 結

果）で、ST の整備費や運営費が理想的に政府目標にまで低下すれば、水素 ST 運営事業

の利益として約 16 円/Nm3 が期待できる。 

・METI の水素基本戦略での利用水素コストは 30 円/Nm3。 

＜IAE の提言＞ 

「水素 ST の自立化」 には、政府支援の下、FCV の普及のみならず、グローバルな水素サプ

ライチェーンの確立や、FCV 以外での比較的大規模普及による水素の＜価格バランス＞と

＜需給バランス＞の両立が不可欠で、製油所 HPU 代替や LNG コンバインド発電での水素

混焼利用がキーとなるのではないか。 そのためには水素 CIF コストを 24 円/Nm3 以下、究

極 20 円/Nm3 まで低減させる必要がある。 

 

２）2040 年 

2040年は海外再エネ由来の大規模CO2フリー水素サプライチェーンが確立され、主要課題は

安定供給と経済性向上であると思われる。＜需給バランス＞と＜価格ランス＞は大雑把である

が、以下の通りと推察される。 
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＜需給バランス＞ 

・KHI の事業化計画： 500 億 Nm3/年 

・METI の水素基本戦略（将来調達量）： 500 万 t～/年（560 億 Nm3～/年） 

・IAE の GRAPE ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる需要量： ベースケースで約 310 億 Nm3/年、CCS 貯留量増

加ケースで約 340 億 Nm3/年。 

 

＜価格バランス＞ 

・KHI の事業化計画： 24 円/Nm3 

・METI の水素基本戦略（利用水素コスト）： ～20 円/Nm3 

・水素販売価格を 2030 年と同じとした場合、CIF コストの低下分（30 円/Nm3 ⇒ 24 円/Nm3）

だけ利益は増えて、約 22 円/Nm3 となる。 

 

３）2050 年 

2050年は革新的技術が実用化（水素製造/利用）され、水素ＣＩＦコストが20円/Nm3程度まで

低減されることにより水素社会実現が本格化すると推察される。主要課題はサプライチェーンの

経済自立と思われる。＜需給バランス＞と＜価格ランス＞は大雑把であるが、以下の通りと推

察される。 

＜需給バランス＞ 

・KHI の事業化計画： 1,000 億 Nm3/年 

・METIの水素基本戦略（将来調達量）： ～１,000万t/年（～1,120億Nm3/年） 

・IAEの GRAPEｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる需要量： ベースケースで約770億Nm3/年、CCS貯留量増加

ケースで約980億Nm3/年。 

＜価格バランス＞ 

・KHI の事業化計画： 18 円/Nm3 

・METIの水素基本戦略（利用水素コスト）： 20円/Nm3 

・水素販売価格を2030年と同じとした場合、CIFコストの低下分（30円/Nm3 ⇒ 18円/Nm3）だ

け利益は増えて、約28円/Nm3となる。 

 

 



 
 

 

CO2フリー水素普及シナリオ研究 2018.3.1

ＩＡＥ主催の自主研究会の活動概要 & CO2フリー水素関連の動向 ＩＡＥ

年度 ： 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
＜エネルギー基本計画＞、等 第四次（2014年4月策定） ＜安倍首相の施政方針演説＞ ＜再エネ・水素等関係閣僚会議＞

・エネ自給率、自主エネ比率、ゼロエミ電源比率 “水素社会”の実現に向けた取組の加速 　　　　（2017年 1月20日 第193通常国会） 　　　　　　　　　　　　　　　　　（2017年4月11日）

　（目標）：現状の倍増 　・水素発電実現 　・世界に先駆け国際的な水素 　・水素基本戦略

・水素エネルギー社会の実現 　・製造・輸送・貯蔵技術開発 　　サプライチェーンを構築する。 　　（2017年12月26日策定）

　（第３章 第４節 ２．） 　・ロードマップ策定 　・神戸で水素発電による世界初の 　・サプライチェーン構築と水素発電

　　電力供給 　　導入の共通シナリオ策定

　・世界初の液化水素船

＜CO2フリー水素関連の国内動向＞

主催者 研究会・会議、等の名称 年度 ： 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

#1（2011.3.11） #4  #1  #4 #8　　　　　　　　　　　　　　#10  #1  #4 #7　　　　　　　　　　　　　　　　　#9 

（継続実施中）

　7. 水素ステーションの自立化
　8. 製油所HPU代替水素利用
　9. LNG／水素混焼コンバインド
　　 発電における水素使用量
10. 海外再エネ由来水素
11. 豪州褐炭液化水素の国富流出
12. 水素普及シナリオ

CO2フリー水素ワーキング - (新たな組織で継続実施中) -

（東工大岡崎先生が座長、IAEはメンバー）

（計8回開催し、報告書を公開）
 ・再エネ導入時の水素利用
 ・Power to Gas（P2G）活用、等

次年度は制度整備等の議論予定

 ・第9回：2017年8月
　　・欧州の活用動向
　　・我が国の代替可能性
 ・第10回：2017年10月
　　・産業部門における利用ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
 ・第11回：2017年12月
    ・長期ｴﾈ政策に関する国内外の動き
　  ・CO2フリー水素利用のﾊﾟﾘﾃｨ条件検討

戦略ロードマップ改訂（2016年3月）

 ・価格目標の明確化（家庭用FC）
 ・普及目標の明確化（FCV）
 ・整備目標の設定（水素ST）
 ・水素発電の取組の明確化
 ・再エネ由来水素利活用の課題検討

（省エネ・新エネ部 政策課） 福島新エネ社会構想
実現会議

東京工業大学
（代表者：岡崎特命教授）

東京工業大学 GHEC
（GHEC：Global Hydrogen
 Energy Consortium）

GHEC立上げ＆シンポジウム
＜会員＞
　・法人正会員（10社）
  ・個人正会員（23名）
　・協力会員（3団体）
 　 IAEは協力会員

FCCJ

CO２フリー水素WG

（主査：東芝
　副主査：トヨタ）

CO2フリー水素ワーキング CO2フリー水素ワーキング（３９社）

 ・CO2フリー水素利活用の実現

 ・課題抽出、課題解決の方策検討
 ・関係会員企業の取組提言

－ (継続実施中) －
 (IAE主催の自主研究会の成果

  が有効活用されている)

東京都環境科学研究所
（東京都・福島県・産総研
・東京都環境公社の４者）

水素を活用したまちづくり
に向けた調査連絡会議

（グローバルな動向）

Air Liquide
トヨタ自動車

Hydrogen Council
（水素協議会）

・13の国際的企業のリーダーによる、気候変動の目標達成に
　向けた、水素利用推進の新しいグローバル・イニシアチブ。
　（日本からはトヨタ自動車、本田技研、川崎重工の3社が参画）
・2017年1月17日スイス・ダボスにて第１回開催。
・その後、新たに１１社が加盟（日本：岩谷、三井物産、豊田通商）
　（2017年9月７日発表）

METI
（水素・燃料電池戦略室）

水素・燃料電池戦略協議会 水素・燃料電池戦略ロードマップ策定（2014年6月）

 ・Phase1（現在～）：水素利用の飛躍的拡大
 ・Phase2（2020年代後半に実現）：水素発電の本格導入
　　　　　　　／大規模水素供給システムの確立

 ・Phase3（2040年頃に実現）： トータルでのCO2フリー水素

　　　　　　　供給システムの確立

5月17日協定締結。

福島県産「CO2フリー水素」の活用と福島県内への再エネの導入促進。

再エネの導入拡大と水素社会実現のモデル構築により未来の新エネ
社会のモデルを創出。
 ・2020年：再エネ導入拡大
 ・2030年：水素社会モデル構築
 ・2040年：スマコミ構築

ワークショップ（WS）&拡大運営委員会　  －（継続実施中） －
 ・第１回：2016年02月 　　　　　　　　　・第６回：2017年06月
 ・第２回：2016年06月　　　　　　　　　 ・第７回：2017年09月
 ・第３回：2016年09月　　　　　　　　　 ・第８回：2018年02月
 ・第４回：2016年12月　　　　　　　　　　　（法人正会員：13社）
 ・第５回：2017年03月　　　　　　　　　　　（協力会員：4団体）
                                                  （個人正会員：8名）

第三次（2010年6月策定）

GRAPEによる水素需要推算 ： 一連の研究会を通して継続実施 

IAE ①CO2フリー水素

　 チェーン実現に向けた
　 構想研究会

②CO2フリー水素

　 チェーン実現に向けた
　 アクションプラン研究会
　 （AP研究会）

③CO2フリー水素

　 普及シナリオ研究会

構想研究会 アクションプラン（AP）研究会 シナリオ研究会

1. 共通認識の醸成

　  ・CO2フリー水素は政府

　　　目標達成に貢献し得る
　　　有力なオプションの一つ。
　　　（GRAPE推算結果利用）
2. 政府への提言
　  ・一次エネルギーの構成
　　　要素に水素を追加してい
　　　ただきたい。

1. 水素の大量需要を目指す技術開発プランを作成

　　・CO2フリー水素の許容コストや需要に関する意見調査

　　・目標コスト、課題と対策、絵姿、等

2.「CO2フリー水素実用化推進協議会（仮称）」が

　　民間主導で設立されることを提言し、設立への
　　積極的協力を意思表示 （@2013年度）

1. 水素需要推算 （GRAPEによるシミュレーション）
2. 水素火力発電における許容水素CIFコスト
3. 水素エネルギーのコスト構造分析 （LNG vs
　　液化水素：海外流出／国内還流金額等）
4. 水素エネルギー経済の検討
　　（水素市場規模推定）

5.  CO2フリー水素の定義

6. 日本におけるP2Gのあり方

＜所感＞

安倍首相の国会での施政方針演説や Hydrogen Council 設立等、水素に関する最近の国内外の

動向を見ると、我々が自主研究会活動において目指しているCO2フリー水素チェーンの実現、そし

て期待している水素社会の実現に向け、国や社会が本格的に動き出したと言える。

備考：
東京工業大学 GHECは、CO2フリー水素に限定されている訳ではないが、グローバルなス
ケールでの水素サプライチェーン構築とこれにかかわる技術課題解決、様々な利用技術の
検討等を目的に設立されており、設立趣意書にIAE主催の自主研究会の成果（CO2フリー水
素チェーンの絵姿）が有効活用されている。

【資料４．１】 





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【資料４．２】
ＣＯ２フリー水素普及シナリオ研究

2017年度シナリオ研の総括 2018.3.2　IAE

１ 概要 １ １ 第７回シナリオ研の総括 １ 第８回シナリオ研の総括

⇒
⇒ ⇒ 質疑応答は特になし。

２ 実施項目 ⇒

１） ２ CO2フリー水素ＷＧ報告書の概要 （IAE） ２ 水素需要推算 ⇒ 第９回でご報告。
①

２ 水素需要推算
②

②
２） 水素需要推算（シミュレーション） ３ 水素需要推算 （IAE） ⇒

①ケーススタディー ③
②水素の貢献分析
③再エネ由来水素製造法の評価 ③ ③に関連する図
④水素の国際輸送・需要部門の精緻化 ⑦

⇒ 調べて、別途お答えします。
④ ●

３） 水素ステーション（水素ST）の自立化
CCU（利用）のシナリオの可能性 ●

UseはEORが最も大口需要だと思う。 ⑤
●

⇒ 修正します。（年度末の公開報告書でフォロー）
⑥

４） 製油所HPU代替水素 ⇒ 変更します。（年度末の公開報告書でフォロー）

⑦ ⑦に関連する図
⇒

運輸部門の細分化は非常に重要であり、期待している。
⇒ 精査します。

⑧
⇒ そこも含めてもう少し分かり易く解説してほしい。

●

５） 海外再エネ由来水素
⑨ ３ 海外再エネ由来水素サプライチェーンの経済性

６） CO2フリー水素普及シナリオ ３ ⇒

①
４ 水素ステーションの自立化（IAE） ⇒

⇒ 比較的小さいガスタービンで10 vol% ぐらいです。

METIの検討（資料）は単年度ベースではないはず。 ４ 水素ステーションの自立化
①

⇒ ４ 開発輸入水素の国富流出
② 5vol%混焼時の設備投資額を検討すること。
③

④

５ 製油所HPU代替水素の導入可能性（IAE）
⑤

・次年度検討予定。

５ CO2フリー水素普及シナリオ
５ 海外再エネ由来水素サプライチェーンの経済性

①

⇒ 検討して水素製造コストに入れます。
②

⇒ 調べます。 ①③は今回フォロー済
６ CO2フリー水素普及シナリオ（IAE） ③ ②はまだ調査しきれていない。

④は修正値を得次第フォローする予定。

④ ６ ２０１８年度について
IAEの希望通り実施することに決定。

⇒ フォローします。 ① 水素基本戦略（2017.12策定）

６ CO2フリー水素普及シナリオ ⇒ ② IAE月例研究会でのコメント
質疑応答は特になし。 ・国内水素の考慮

⇒ ７ 話題提供　（下記２テーマについてご教示いただいた） ・関西でのLNG/水素混焼火力の定量的検討

質疑応答の記述は割愛（要フォローアップはなし） 開発輸入水素の国富流出
１） 水素供給シナリオ（by 千代田化工 遠藤様） ７ 話題提供

直接燃焼だけはきちっとウオッチが必要と思う。 ２） 水素液化のエクセルギー解析（名久井委員）
定量的検討は別にして利用の要素として入れておくこと。 ⇒

水素基本戦略の中に産業利用が明記されているのでス
コープに入れて、少し議論をしてはどうか。

今まで扱ってなかった訳ではないが、少し視野を広げて
議論する。

FCCJ 小島様より 『FCCJ CO2フリー水素の定義』 につ

いてご講演をしていただいた。

・揚地基地のコストは考慮済み
・国内配送コストも考慮済み
・発電所側での追加設備構成を液水貯蔵
タンク、液水ポンプ、気化器として設備費を

推定し、Nm3当たりいくら位になるかをメン
バーの協力を得て次年度検討したい。

トータルの一次エネルギーの供給量が2030年で増えて
いる理由は、天然ガス供給量、特にCNGトラックが増える
ためで、2050年になるとそのシェアが少し減るからです。

需要側と供給側の両方を考える必要がある。需要
側は、例えば、発電を考えると水素発電とCCSつき
化石燃料発電があり、CCS量が少なくなると水素
発電が増えるということです。

２０３０年の３０円／Nm3にどのようにして行くのかの道筋
をちゃんと示しておく必要がある。本来、そこは政策的な
支援をしていかないといけないという話ではある。

アルカリ水電解は常圧型と高圧型があり、多分、常圧型
で検討されたと思う。常圧型だと運転温度が８０℃程度
以上になると、電気が水の蒸発に食われて、水の分解に
使われない。加圧にすると水の蒸発が減るので、効率は
加圧の方がもう少しいいと思う。

小型のものは自然放熱とのバランスでうまく運転してい
る。大型のものはそのあたりが課題となるかも知れな
い。とりあえずの計算はこんなもので、大きな間違いはな
いように思う。

褐炭燃料のロイヤリティーに多少変動があっても、豪州
褐炭液化水素サプライチェーンの海外流出金額はＬＮＧ
と同程度で、国内還流率は50%程度維持されることが期
待できる（考察は修正前と同じ）。

褐炭燃料の単価は同じで、その内１／３をロイヤリティー
として液化水素サプライチェーンの国富流出／国内還流
の率と金額を見直しし、ＬＮＧとの比較結果（参考）を考察
（下記）した。

２０３０年に３０円/Nm3が出てくると、２０３０年までの間企
業は何もしなくなるというリスクを内在していて、水素ST
ビジネスでCO2フリー水素を入れようという人がいなくな

る。
２０３０年までどうやって企業のマインドをつないでいくか
が課題。

第９回シナリオ研究会（2018.2.21）

IAE月例研究会で発表した時（2017.12）い
ただいたコメント（下記）を第9回シナリオ研
の普及シナリオでフォローした。
・LNG/水素混焼火力の定量的検討を関西
 エリアでも実施してほしい。

要フォロー事項はなかったが、以下を反映
して第9回で普及シナリオを修正した。

CCS緩和は日本だけではなくて世界的であり、１５枚目
のスライドでその場合の日本の輸入水素があまり増えて
いるようには見えない。

１５枚目のスライドですが、もう少しグレードの段数を増
やした方が変化率が見やすいと思う。

発電部門では時間帯によって水素を太陽光や風力で作
り、天然ガス／水素混焼でその水素を使って発電してい
る。表示は５年刻みであるが計算は１年刻みです。
変動性吸収はこの時間刻みでは扱えていません。

仮想水素製造の定義は「製油所の水素化脱硫用のLPG
ナフサを代替する水素」です。

IAE月例研究会でのコメント 『褐炭燃料は
100%国内還流となっているが、海外流出も
あるはず』 を反映して第9回で修正した。

第８回でいただいたコメントのフォローアップを資料９－４
にて説明。資料９－５、資料９－６にも反映。

資料９－４の７項、話題提供での名久井様のタイト
ルは「水素液化のエクセルギー解析」が正。
同３項のLNG/水素混焼ガスタービンは水素30vol%ま
での混焼が可能（by MHPS殿）

第８回シナリオ研究会（2017.10.26）

火力発電で水素混焼をする場合、CO2削減効果の評

価が必要。CO2フリー水素といったプレミアムがつい

て30円/Nm3だと面白い。
LNG基地と同じ所に水素基地を作るとして、そこから
どの水素STに持っていくかを検討するとさらにリアリ
ティーが出てくる。

アブダビで水電解水素製造をする場合、水がネック
になる。その設備費も考慮する必要がある。

海水の直接水電解ができるとのことであるが、どのよ
うな膜を使っているか教えて欲しい。

アブダビやパタゴニアで試算された安い電力が使え
るとなると、液化機の使用電力費も安くなり、サプライ
チェーンのコストも安くなる。
パタゴニア風力発電の設備稼働率は50%を超えてお
り、水電解の稼働年数も10年なんてことはない。

⇒ シェアリングはシナリオの設定が必要で別計算に
なります。V2Gは時間刻みを細かくする等のストー
リー作りが必要です。
大分分かり易くなりつつあるが、より分かり易い結果
を出していただきたい。

LNG／水素混焼コンバインド発電における水素使用量

既存のガスタービン燃焼器で水素を何％ぐらいまで
混焼できますか？

調達する水素の価格がLNGと熱量等価になるだけで
なく、水素供給の設備投資を含めてLNG火力と発電
等価にならないと、受け入れられない。

第７回でいただいたコメントのフォローアップを資料８－４
(別紙１）と資料８－４(別紙２）にて説明。資料８－６、資
料８－７にも反映。

原子力が緩くなってもかなり水素が使われる結果に
なっているが、どう解釈すればいいか？
⇒ 原子力というカーボンフリーの電源を水素製造に
使えるからだと思います。
発電部門では時間帯によって水素を作ったり使った
りしているということですか？
⇒ 時間帯ごとに発電が間欠的かどうか、製造が考
慮されているかどうかは、後で調べます。

６頁の右下の図で、トータルの一次エネルギーの供
給量が2030年でポカッと増えているのはなぜです
か

　昨年度の成果を踏まえ、今年度はCO2フリー
水素の普及シナリオを（定量的データも含めた
絵姿として）まとめる。

どのLNG基地に入るかとか、ロケーションの話をするとや
やリアリティーが出てくるのではないかと思う。

国内CCSは制約があるので、パラメータに入れるだけ
でなく、早い段階で現実的なデータを入れて、どうなる
のかを是非やっていただきたい。

原価、固定費や変動費以外に４割ぐらいの利益があ
るのか？

METI定義の差益（粗利）の中には水素STの固定費と運
営費が含まれているのではないか、確認願います。
水素・燃料電池戦略RMの中で水素STでのコスト構造が
示されているので、水素の調達コスト以外の要素につい
てはその比率が参考になると思う。

経済性を中心にサプライチェーンとしての成
立性を検討する。

①2030年、2040年、2050年断面でまと
める。

フランスとイギリスが2040年からガソリン車とディーゼ
ル車の販売中止を発表したが、どういった影響が出て
くるのか興味がある。

IPCCで水素製造の所でCCSを議論する前に、日本でそ
の議論を開始するのにCCSのポテンシャルがどの国で
どれぐらいかというグラフが欲しい。

資料8-6でエリアを特定し、見直しをし
ています。

100万kW×66基相当が正です。
資料8-6で見直しをしています。

ＭＥＴＩにより取りまとめられた「CO2フリー水

素ワーキンググループ報告書」の概要を紹
介する。

②～④はGRAPEで計算を行うための設定
条件の具体化までを今年度実施する。

水素ＳＴ自立化は水素本格普及における重
要で大きなハードルであると思われる。

従って、水素ＳＴの自立化を、需給バランス
及び価格バランスの成立性から検討する。

CCSは国内の場合とグローバルな場合と、CCSの扱いを
モデルでどう扱うかを考えていただきたい。

一般海域における船舶燃料の低硫黄化規
制が2020年に開始されることが決定したこと
を踏まえ、それに伴う国内水素需要量（増加
量）を検討する。

全体としては燃料需要、水素需要が減っていく中で、こ
れが増えて行くことのインパクトがどれぐらいあるかとい
うことを考えると、この数値がまるまる水素需要量として
出てくる訳でもないと思います。IMOの規制の話と全体
燃料需要の中で、水素の必要量の検討が必要と思う。

水素コンバインド発電が本格普及するため
には、製油所ＨＰＵ代替として水素が利用さ
れる必要があると思われる。

事務局で取捨選択し、可能な範囲で
見直しをします。

資料8-7で見直しをしています。

差益に固定費と運営費が含まれてい
ます。資料8-4(別紙２）に纏めていま

2016度のシナリオ研の総括と2017年度の全体計画（IAE）

⇒（事務局）各国のナショナル インベントリー レポートが
参考になる。将来については、情報提供をしたい。

資料8-4(別紙1）で見直しをしています。
但し、CO2フリー水素のCIF価格は実証

段階では算出が難しく、商用段階でも
小規模だと非常に割高となると思われ
る。
従って、商用輸入が本格的に開始さ
れる（想定：2030年）までは経済支援
有ベースのフラットな値とした。

オーダーが4桁ぐらい違う議論が同居しているように思
う。そういうことを考慮してCCUのUはこれまでのモデル
で入れてなかったということではないかと思う。個人的に
はUはEORでしかありえないと思っている。

事務局にて取捨選択してモデル化して計算をしていただ
きたい。

②水素ステーション（水素ＳＴ）の自立化、製
油所ＨＰＵ代替、化石火力代替水素火力等
を中心にＬＮG火力代替水素火力の本格普
及に至る水素普及シナリオを定量性も示し
絵姿としてまとめる。

内閣府ではCO2フリーのアンモニア混焼をストーリーとし

て入れている。 既作成「CO2フリー水素チェーンの絵姿」で

アンモニアをキャリアとして液水やMCHと同
等に入れ、直接利用を明記しています。

２０１７年度の全体計画 第７回シナリオ研究会（2017.7.31）

METI 「CO2フリー水素WG」報告書の概

要

資料7ｰ5の図1.1（CO2フリー水素のCIF価格低下の図）

で、2015年の90円/Nm3は内陸輸送等の費用も含めた価

格であり、2030年の30円/Nm3はCIF価格なので、Apple
to appleになっていない。見直しが必要。

（岡崎先生）今年度の主な議論の一つとして制度設計を
取り挙げる。
（小島委員）FCCJ側からは、ユーザー・需要を喚起する策は
何でしょうか？といった発言をしたいと思っています。

P2Gのような変動性を記述するような時間刻みをGRAPE
モデルでやれればやっていただきたい。

どのような留分を使うか、常圧残油を使うのか（直脱）、
減圧軽油を使うのか（間脱：減圧軽油を脱硫して減圧残
油と混合）、処方は決まっていないが、脱硫用水素の原

単位を100 Nm3/kLと設定して算出されているので、結果
としては妥当ではないかと思う。

2030年にLNG火力 が100万ｋWで34基相当と示されてい
ますが、この根拠を教えていただきたい。3,400万ｋWは
極めて小さい。

CO2制約をベースと強化と緩和というのではなく一つの

ケース（ベースケース）にして、残りのCCS可能量と原子
力を振った感度解析をした方が分かり易ように思う。
制約条件の強化／緩和はマイナス50%／プラス50%という
ことであるが、間違われないような表現にすべき。
ＣＣＳが余計にできるとしても水素需要が増える、即ち、
水素需要に対してCCSは必ずしも対立ではなく、強調側
にも動くということの理由を説明した方がよい。

⇒

戦略RMでの水素STのコスト構造（下図）

2030年の電源構成は決まっていて、LNG火力は約27%
で、総発電電力量が約１兆kWh/年なので、約2,700億
kWh/年です。LNGの設備利用がいくらかで計算できる。

⇒ 2030年までは約束草案の制約が入っています
が、2030年は不連続となっている可能性があります。

13枚目のスライドは上限＋５０％と上限－５０％の位
置が表と図で逆になっており、紛らわしい。

整備費も固定費もあるが、整備費は通常、原価
償却費として固定費の一部ではないか？ 火力発電で受け入れられるためには、発電等価だけ

でなく、安定供給の担保が大前提。

13枚目のスライドの水素需要量で、仮想水素製造量
（定義は別途ご説明）が2030年頃は多く2050年頃は
少ないが、その理由は何か？

将来進展が予想されるFCVのシェアリング対応や家
庭に電気を供給する（V2G)等の計算は可能か？

9頁の右下（発電構成）の図で、2030年は26%減という
日本の約束草案の制約が入っていいるのですか？

⇒（事務局）EORは現在のモデルに入っている。それ以
外について皆様の意見を受けて対応したい（ポテンシャ
ルが有るという事であれば入れられる）。

⇒

税金については、今は水素STの導入を促進しようという
段階なので、その議論は、今はいいのではないか。

11頁CCS貯留量上限の単位がGt-Cとなっているが、
CO2にしておいた方がいいように思う。
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＜FCV 普及の姿＞ （by METI） 
 ・普及台数 
 ・年間走行距離 
 ・燃費 
 ・水素消費量（*1） 

＜水素 ST 自立化の姿＞ （by METI） （ ⇒ ・ ・ ・ は IAE が設定） 
・自立化の時期 
・基数 
・水素供給能力 
・営業状況（*1） 
・稼働率 
・水素販売量（*2） 
・水素販売価格 
・差益（粗利）（*3） 

＜水素サプライチェーン商用化の姿＞ （ｂｙ KHI） 
（KHI の FS：豪州褐炭由来の CO2 フリー液化水素） 
 ・液化水素船 
 ・輸入水素量 
 ・CIF 価格 

＜価格バランス＞ （at 水素 ST in 2030） （by IAE） 

水素販売価格 ： 96.1 円/Nm3 （1,076 円/kg） （≒ 2020 年における政府目標） 

(1) 水素 CIF コスト 

(2) 揚地基地（*1） 

(3) 国内輸送費（*2） 

(4) ST の整備費（償却）（*3） 

(5) ST の運営費（*4） 

(6) その他（*5） 

(7) 収益 

(8) 合計（税抜き） 

＜製油所 HPU 代替普及の姿＞ 

・水素調達価格：  

想定 30～25 円/Nm3 

（政府支援が必要） 

・水素消費量： 

 想定約 6 億 Nm3/年 

（2020 年に適用される船舶燃料 

の低硫黄化規制対応により増加 

すると想定した量） 

（現状：約 3.9 億円） 

（900 基） 
（水素供給能力：平均 300Nm3/h/基） 
（    フル能力：11.3 億 Nm3/年） 

（稼働率：70%） 
（フル稼働は 1 日 12 時間） 

（目標差益（粗利）：500 円/kg 程度） 
（目標整備費：1.7 億円程度 @2030） 
（目標運営費：1,500 万円程度 @2030） 

（現状：約 47 百万円） 

＜需給バランス＞ （全体 in 2030） （by IAE） 

水素需要量 ： 34 億 Nm3/年 
・水素 ST での販売量 
・製油所 HPU 代替量 
・LNG 火力混焼利用 
・その他利用 

水素供給量 ： 34 億 Nm3/年 
・輸入 
・国内調達 

＜その他普及の姿＞ 

・利用先 ： 自家発 GT コジェネ 

      ： 業務用純水素 FC 

      ： FC 鉄道車両、船舶、 

etc. 

・水素調達価格 ： 30～20 円/Nm3

（政府支援が必要） 

・水素消費量 ： 約 7 億 Nm3/年 

[出典]  
①：KHI 作成 
②④⑤：IAE 作成 
③⑥～⑪：資源エネ庁作

① 

③ 

⑥ 

⑧ ⑨ 

⑩ ⑪ 

 

⑦ 
（FCV 累計 80 万台） 

（水素消費量：約 1,000Nm3/（台・年）） 
（      合計：約 8 億 Nm3/年） 

水素 ST での水素販売価格： 
・政府目標 at 2020 年頃： 

ハイブリッド車の燃料代と 

同等以下 

・現在： 1,000～1,100 円/kg 

      = 89 ～ 98 円/Nm3 

＜事業用水素発電普及の姿＞ 

・LNG/水素混焼 

・水素調達価格：  

想定 25～20 円/Nm3（政府支援が必要） 

・水素消費量： 想定約 13 億 Nm3/年 
根拠：LNG 火力発電所で水素が 5vol%混焼される
と想定 ⇒ 計約 13 億 Nm3/年（by IAE） 
①千葉＆神奈川ｴﾘｱ（7LNG 火力、計 2,006 万 kW）

水素需要量：約 6.9 億 Nm3/年 
②愛知&三重ｴﾘｱ（3LNG 火力、計 957 万 kW） 

水素需要量：約 3.3 億 Nm3/年 
③大阪&兵庫ｴﾘｱ（4LNG 火力、計 845 万 kW） 

水素需要量：約 2.9 億 Nm3/年 
①～③合計水素需要量：約 13 億 Nm3/年 

（稼働率 49%, 熱効率 57%）

： 29.8 円/Nm3 

：  3.2  〃 

：  3.0  〃 

： 12.9  〃 

： 17.0  〃 

： 14.3  〃 

： 15.9  〃 

： 96.1 円/Nm3 

（水素輸入量 25 億 Nm3/年での KHI の FS 結果）

（*1）KHI1 の積荷基地データと同じと設定（IAE） 

（*2）液化水素（METI 資料） 

（*3）整備費 1.7 億円/基/15 年償却 

（*4）運営費 1,500 万円/（年・基） 

（*5）その他：水素 ST 整備費の 7.4%/年 

内訳：固定資産税（1.4%）、保険費（0.5%） 

管理費（1%）、諸経費（0.5%）、支払金利（4%）

（*1） 80 万台×9,000km/（台・年）/(105km/kg）
=  69 百万 kg/年 = 7.7 億 Nm３/年) 

（*1） 保守点検対応を含む 
（*2） 300Nm3/（h・基）×900 基×（12h/d）×（365d/y）×（11.5m/12m）×0.7 = 7.9 億 Nm３/年 
（*3） METI定義の差益： 販売価格 - 調達コスト。 IAE定義の収益： 販売価格 – 販売原価

： 2020 年代後半 ⇒ 2030 年 
： 900 基 
： 平均 300 Nm3/（h・基） 
： 12 時間/日、 11.5 か月/年 
： 70 % （稼働率 100%の定義：１日 12 時間の営業時間内フル稼働） 
： 約 8 億 Nm3/年 
： 96.1 円/Nm3 （1,076 円/kg） （by IAE, 左下②） 
： METI 44.6 円/Nm3 （500 円/kg） ⇒ IAE 収益 15.9 円/Nm3 

： 80 万台 
： 9,000 km 
： 105 km/kg 
： 約 8 億 Nm3/年 

： 16 万 m3 タンカー × 2 隻 運航 
： 25 億 Nm3/年 

： 29.8 円/Nm3 

：  8 億 Nm3/年
：  6 億 Nm3/年
： 13 億 Nm3/年
： 7 億 Nm3/年

2025 年 
：商用実証船 2 隻 

2030 年 
：商用船 2 隻 
25 億 Nm3/年 

② 水素ST での目標水素価格（IAE試算） 

ハイブリッド車： 
・燃費：19 km/L 

・ｶﾞｿﾘﾝ価格（税込）：139 円/L 

ｶﾞｿﾘﾝ燃料代（税込）= 7.3 円/km 

・ｶﾞｿﾘﾝ税：53.8 円/L 

 (53.8 円/L)/(32.9MJ-LHV/L) 

= 1.635 円/MJ-LHV

FCV  （IAE 推算：発売当初のトヨタミライ相当） 
 ・タンク容量： 122.4 L 

 ・圧力：70MPa（走行前）→10MPa（走行終） ⇒ 使用水素量 = 4.41 kg 

 ・走行距離： 650 km                      （0℃の場合） 

 ・燃費： 147 km/kg 

 ・目標水素燃料代（税抜）： 7.3 円/km （ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車の燃料代と同等） 

  ・目標水素価格（税抜）：  1076  円/kg  （(7.3 円/km)×(147km/kg)） 
= 96    円/Nm

3  （≒  現在の水素販売価格） 
    ・水素税（熱量ﾍﾞｰｽでｶﾞｿﾘﾝと等価と設定）：196  円/kg = 17.5  円/Nm

3
 

   ：1.635  円/MJ‐LHV X (120 MJ‐LHV/kg） 

    = 196  円/kg = 17.5  円/Nm
3
 

CO2 フリー水素普及シナリオ研究 

水素ステーションの自立化 

【資料４．４ R２】＜提言＞ 「水素 ST の自立化」 には、FCV の普及のみならず、水素サプライチェーンの普及や、FCV 以外の

分野での比較的大規模普及による水素の＜需給バランス＞と＜価格バランス＞の両立が不可欠で、製油所

HPU 代替や LNG/水素混焼火力発電での CO2 フリー水素の利用がキーとなるのではないか。 
そのためには水素ＣＩＦコストを 24 円/Nm3 程度まで低減させる必要があるのではないか。 

＜水素基本戦略＞ 
（2017 年 12 月策定 ｂｙ METI） 
 ・水素調達量 
 ・利用水素コスト 

： 34 億 Nm3/年 
： 30 円/Nm3 

⑤ 
④ 

： 25 億 Nm3/年 
： 9 億 Nm3/年
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製油所ＨＰＵ代替水素利用量 2018.3.6

＜船舶燃料の低硫黄化規制対応に伴う水素需要量（増加量の概算）＞ IAE 笹倉

１　背景

　　国際海事機関第70回海洋環境保護委員会での審議結果
1)

２　検討の前提条件

　１）２０２０年の船舶燃料油の需給予測
２）



　２）水素化処理における水素消費量の原単位
３）

　　直脱（直接脱硫）と間脱（間接脱硫の概説

３　規制強化に伴い増加すると思われる国内水素需要量の概算
２０２０年における日本における低硫黄燃料需要量（Ｃ重油）
　内航船舶及び漁船向け 237 万kL/年
　外航船向け 370 　〃
　合計 607 万kL/年
水素消費原単位（増加分） 100 Nm

3
/kL とすると

水素需要量（増加分） 60,700 万Nm
3
/年

6 億Nm
3
/年

出典

1 http://www.mlit.go.jp/common/001150667.pdf

2 林 利昭; 「日本国内における低硫黄燃料供給の可能性」

3 新妻 拓弥; 製油所での水素の製造と利用, 水素エネルギーシステム, Vol.33, No.2(2008), p26-29

直脱と間脱の概説（下記）及

び、右 表2 中の常圧残油脱

硫（間脱）の水素消費量 45

（出典）JOGMEC 石油・天然ガス資源情

直脱と間脱の概説（下記）及び、右 表2 中の常圧残

油脱硫（間脱）の水素消費量 45～80 Nm3/kL、
常圧残油脱硫（直脱）の水素消費量 100～250 

Nm3/kL等の情報を基に、2020年からの船舶燃料の

低硫黄化規制対応として常圧残油脱硫用として新た

に必要になる水素の需要量の原単位を 100 Nm3/kL

と設定する。
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2030年 （頁２～４の資源エネ庁の資料に基づき算出）

総発電電力量
１） 10,650 億kWh/年程度 0.2778 kWh/MJ

LNG火力発電：割合
１） 27 ％

LNG火力発電：総電力量
３） 2,845 億kWh/年

LNG火力発電：熱効率
３） 57 %

LNG発熱量（HHV）
３） 55.01 MJ/kg（HHV） 50.06 MJ/kg（LHV）

15.28 kWh/kg（HHV） 13.91 kWh/kg（LHV）

LNG総消費量 327 億kg/年 359 億kg/年

456 億Nm3/年 501 億Nm3/年

LNG火力の総設備容量
　　総発電電力量 2845 億kWh/年

　　稼働率
２） 49 %

　　年間稼働時間 4,292 hr/年

　　総設備容量 6,628 万ｋＷ （100万kW × 66基 相当）

＜100万KWのLNG火力発電＞
　　設備容量 100 万kW

　　稼働率
２） 49 %

　　年間稼働時間 4,292 hr/年

　　発電電力量 42.9 億kWh/年

　　熱効率
３） 57 %

　　LNG発熱量（HHV） 15.28 kWh/kg（HHV）

　　LNG消費量／100万kW 4.93 億kg/年

6.9 億Nm3/年

＜総LNG火力代替の水素火力＞
水素火力発電（専焼）：総電力量 （総LNG火力と同じと設定） 2,845 億kWh/年

水素火力発電（専焼）：熱効率 （LNG火力と同じと設定） 57 %

水素発熱量 141.8 MJ/kg（HHV） 121.0 MJ/kg（LHV）

39.39 kWh/kg（HHV） 33.61 kWh/kg（LHV）

水素総消費量 127 億kg/年 148 億kg/年

1408 億Nm3/年 1651 億Nm3/年

＜100万KWの水素火力発電（専焼）＞
　　設備容量 100 万kW

　　稼働率 （LNG火力と同じと設定） 49 %

　　年間稼働時間 4,292 hr/年

　　発電電力量 42.9 億kWh/年

　　熱効率 （LNG火力と同じと設定） 57 % 51 % とすると

　　水素発熱量（HHV） 141.8 MJ/kg（HHV）

39.39 kWh/kg（HHV）

　　水素消費量／100万kW 1.91 億kg/年 2.14 億kg/年

21.3 億Nm3/年 23.8 億Nm
3
/年 となる

（エネ庁の数値：23.7億Nm3/年と整合）

日本のLNG受入基地 （頁５＆６参照）
　　主なエリア（LNG火力発電所数）
　　LNG火力発電設備容量（万kW） 2006 957 845
　　稼働率（%） 49 49 49
　　年間稼働時間（hr/年） 4,292 4,292 4,292
　　発電電力量（億kWh/年） 861 411 363
　　熱効率（%） 57 57 57
　　LNG発熱量（MJ/kg） （HHV） 55.01 55.01 55.01
　　LNG発熱量（kWh/kg） （HHV） 15.28 15.28 15.28
　　LNG消費量（億kg/年） 99 47 42

　　LNG消費量（億Nm
3
/年） 138 66 58

5 vol%
２）

水素混焼 （根拠：頁３の上部資料）

　　水素消費量（億Nm
3
/年）／エリア 6.9 3.3 2.9

　　水素消費量（億Nm
3
/年）合計 - 1-

大阪・兵庫エリア（4発電所）

13.1

LNG/水素混焼コンバインド発電における水素使用量
【資料４．６】

千葉・神奈川エリア（7発電所） 愛知・三重エリア（3発電所）
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２０３０年度の電力の需給構造
１）

　　　　　出典１） 長期エネルギー需給見通し,平成２７年７月,経済産業省

水素発電について
2）

　　　　　　出典２） 第4回水素・燃料電池戦略協議会WG 資料2（平成26年3月26日、資源エネルギー庁）
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水素発電について
2）

　　　　　　出典２） 第4回水素・燃料電池戦略協議会WG 資料2（平成26年3月26日、資源エネルギー庁）

　　　　　　　　　出典３） 長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告
　　　　　　　　　　　（平成27年5月、資源エネルギー庁）
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出典３） 長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告
　　　（平成27年5月、資源エネルギー庁）
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出典：

出典２） 第4回水素・燃料電池戦略協議会WG 資料2（平成26年3月26日、資源エネルギー庁）
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出典３） 長期エネルギー需給見通し小委員会に対する発電コスト等の検証に関する報告
　　　　　（平成27年5月、資源エネルギー庁）

出典１） 長期エネルギー需給見通し,平成２７年７月,経済産業省

日本国内のLNG（専焼）火力発電所
　　千葉・神奈川エリア、　愛知・三重エリア、　大阪・兵庫エリア

（PPS,　IPPは除く）
＜千葉・神奈川エリア＞ （出典：ウｨキぺディア）

発電所名 総出力（万ｋW） 所在地

千葉火力発電所 438 千葉県千葉市中央区

五井火力発電所 188.6 千葉県市原市

袖ケ浦火力発電所 360 千葉県袖ケ浦市

富津火力発電所 504 千葉県富津市

川崎火力発電所 200 神奈川県川崎市川崎区

東扇島火力発電所 200 神奈川県川崎市川崎区

南横浜火力発電所 115 神奈川県横浜市磯子区

合計 2,005.6

＜愛知・三重エリア＞

発電所名 総出力（万ｋW） 所在地

新名古屋火力発電所 305.8 愛知県名古屋市港区

知多第二火力発電所 170.8 愛知県知多市

川越火力発電所 480.2 三重県三重郡川越町

合計 956.8

＜大阪・兵庫エリア＞

発電所名 総出力（万ｋW） 所在地

南港発電所 180 大阪府大阪市住之江区

堺港発電所 200 大阪府堺市西区

姫路第一発電所 150.74 兵庫県姫路市飾磨区

姫路第二発電所 314.6 兵庫県姫路市飾磨区

合計 845.34
（PPS） Power Producer and Supplier

　　　　特定規模電気事業者（小売自由化部門への新規参入者）

（IPP） Independent Power Producer

　　　　独立系発電業者（自前の発電施設で作った電気を電力会社に販売する企業）



CO2フリー水素普及シナリオ研究 【資料４．７】

海外再エネ由来水素サプライチェーンの経済性 2018.3.1
IAE

1 アブダビ太陽光発電電力（記事）
１） Sweihan PV IPP in Abu Dhabi
　　丸紅がファイナンス アグリーメントにサイン（2017年5月30日のニュース記事）

　　規模：118万kW、　契約期間：25年
　　Weighted LEC（*1）： 2.42 ｾﾝﾄ/kWh　⇒　110 円/ﾄﾞﾙとして 2.66 円/kWh
　　（*1）:Levelized Electricity Cost：均等化発電原価：発電所に必要な全コストを発電期間の全発電量で割った値

　 　
　　　 
　　　　　
　　　　　
　　　　　

　　　 
　　　　　
　　　　　
　　　　　
　　　　　

　　　

（*2）出典：再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題について（平成29年5月25日、資源エネルギー庁）
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（*2）

25年

25年間の総発電量と

定格出力よりＩＡＥにて

計算すると32%。



2

（　）無しはKHIデータ 【根拠】
水素製造量 億Nm3/年 ① （表３）

全体運営費 億円/年 ② （図７）

全体電気代の割合 % ③ （図７）

為替ﾚｰﾄ 円/A$ ④ （表４）

旧電力単価 A$/MWh ⑤ （表４）

　　〃 円/kWh ⑥=④x⑤

新電力単価(by IAE) 円/kWh ⑦ （前頁）

【水素液化機】 【積地基地】
工程別電力消費割合 % 47 1 ⑧ （図８）

旧電力代 億円/年 90.9 1.9 ⑨=②X③X⑧

　　〃 円/Nm3 3.6 0.1 ⑩=⑨/①

電力消費量 kWh/Nm3 0.64 0.01 ⑪=⑩/⑥

新電力代（by IAE） 円/Nm3 1.7 0.0 ⑫=⑦X⑪

電力代低減額（by IAE）円/Nm3 1.9 0.0 ⑬=⑩-⑫

旧運営費 円/Nm3 9.8 3.2 ⑭ （右図）

新運営費（by IAE） 円/Nm3 7.9 3.2 ⑮=⑭-⑬

-2-

Sweihan PV IPPの安い電力がそのまま水素液化と積地基地に使用できるとした場合の各々の運営費
の推算（by IAE）

【共通】

（出典：山下誠二、他, 低炭素社会に向けた水素チェーンの実現可能性検討, Journal of Japan Society of Energy and Resources,Vol.35, No.2））

25.1

81
70

5.67

450

2.66

43

（KHI公開資料）



3 UAEの太陽光由来水素サプライチェーンのコスト（見直し by IAE）

　　　 １）設備費 26 万円/（Nm3-H2/（NEDO目標値）

　　　　　稼働年数 10 年 （IAE設定）

　　　　　設備利用率 32 % （総発電電力量と定格出力よりＩＡＥにて算出）

　　　　　固定費 9.3 円/Nm3-H2

　　  ２）水電解電力消費量（理論） 3.54 kWh/Nm3-H2

　　　　　水電解効率 75 % （IAE設定）

　　　　　水電解電力消費量（実際） 4.72 kWh/Nm3-H2

　　　　　電力単価 2.66 円/kWh （前頁Sweihan PV IPP）

　　　　　電力費 12.6 円/Nm3-H2

　　　３）水の費用 1 円/Nm3-H2 （根拠：次頁-4-参照）

      ４）水素製造コスト（ １）～３）の合計 ） 22.8 円/Nm3-H2

　３．２　UAEの太陽光由来水素サプライチェーンのコスト
　　　　　①水素製造（by IAE） 22.8 円/Nm3-H2 （上記４））

　　　　　②水素パイプライン（by KHI） 0.5 　〃 （前頁KHI公開資料図）

　　　　　③水素液化（by IAE） 7.9 　〃 （前頁⑮）

　　　　　④積荷基地（by IAE） 3.2 　〃 （前頁⑮）

　　　　　⑤水素輸送船（by KHI） 2.6 　〃 （前頁KHI公開資料図）

　　　　　合計 37.0 円/Nm3-H2

　４．１　水電解水素製造のコスト
　　　 １）設備費 26 万円/（Nm3-H2/（NEDO目標値）

　　　　　稼働年数 10 年 （IAE設定）

　　　　　設備利用率 45 % （別紙 IAE 村田のFS。風力発電と同期稼働）

　　　　　固定費 6.6 円/Nm3-H2

　　　 ２）水電解電力消費量（理論） 3.54 kWh/Nm3-H2

　　　　　水電解効率 75 % （IAE設定）

　　　　　水電解電力消費量（実際） 4.72 kWh/Nm3-H2

　　　　　電力単価 3.5 円/kWh （別紙 IAE 村田のFS）

　　　　　電力費 16.5 円/Nm3-H2

　　　３）水素製造コスト 23.1 円/Nm3-H2

　４．２　パタゴニアの風力由来水素サプライチェーンのコスト 
　　　　　①水素製造コスト（by IAE） 23.1 円/Nm3-H2

　　　　　④水素パイプライン（by KHI） 0.5 　〃

　　　　　⑤水素液化（byKHI） 9.8 　〃

　　　　　⑥積荷基地（by KHI） 3.2 　〃

　　　　　⑦水素輸送船（by KHI） 2.6 　〃

　　　　　合計 39.2 円/Nm3-H2

-3-

　３．１　水電解水素製造のコスト

４　パタゴニアの風力由来水素サプライチェーンのコスト
　　 （水電解水素製造設備の稼働年数と設備利用率の修正データが得られていないので、見直しは未実施）
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５　水電解水素製造における水の使用量 & 費用 2018.2.15

　 （第8回シナリオ研でいただいたコメントのフォロー） IAE

＜考え方＞

　①水電解はアルカリ法で運転温度は80℃とする。

　②水電解の効率ロス分が熱になり、発熱とプロセス水の蒸発が

　　 運転温度でバランスする。

　③水素or酸素に同伴して蒸発水は水洗浄塔に送られる。

　④水洗浄塔で水素or酸素は循環洗浄水で冷却され、塔頂より

　　 40℃で系外に流出する。40℃の飽和蒸気圧の水分がロスする。

　⑥水洗浄塔での水蒸気の凝縮熱（80℃⇒40℃の潜熱＆顕熱）は

　　 循環洗浄水ラインの熱交換器で徐熱される。

　⑦全発熱量がこの熱交換器で徐熱される。

　⑧冷却水のブローダウン（メークアップ）は循環冷却水量の5%とする。

＜プロセス水＞
　　１　反応により消費されるプロセス水の量

反応式： H2O →　H2　＋　0.5O2

理論水量： 1 mol/mol-H2

18 kg/2 kg-H2

18 kg/22.4 Nm3-H2

0.804 kg/Nm3-H2

消費水量： 理論水量 × 1.1 とする。（ブローダウンを含む）

0.884 kg/Nm3-H2

　　２　水素＆酸素に同伴されて系外に出るプロセス水の量
系外流出温度： 40 ℃ とする。 

４0℃の水蒸気圧： 7.375 kPa

同伴水量： 0.109 Nm3-H2O/Nm3-H2

0.088 kg-H2O/Nm3-H2

　　３　メークアッププロセス水の量と費用
　　メークアッププロセス水の合計量： 0.972 kg/Nm3-H2

プロセス水の単価： 250 円/ton

プロセス水の費用： 0 .243 円/Nm3-H2

＜冷却水＞
水素の発熱量（HHV）： 3.54 kWh/Nm3-H2

水素の発熱量（LHV）： 3.00 kWh/Nm3-H2

水電解効率： 75 %

水電解効率ロス： 25 %

水電解電力消費量： 4.72 kWh/Nm3-H2

発熱量： 1.18 kWh/Nm3-H2

要除熱量： 1015 kcal/Nm3-H2

80℃の水蒸気圧： 47.36 kPa

蒸発水量： 0.701 Nm3-H2O/Nm3-H2 (O2発生に相当する蒸発水も含む)

0.563 kg-H2O/Nm3-H2 ( 同上 )

熱交換器入出の冷却水の温度差： 20 ℃

循環冷却水量： 50.7 kg-H2O/Nm3-H2

ブローダウン率（メークアップ率）： 5.0 %

メークアップ冷却水量： 2.5 kg-H2O/Nm3-H2

冷却水の単価： 250 円/ton

冷却水の費用： 0.634 円/Nm3-H2

＜プロセス水と冷却水の合計のメークアップ水量と費用＞
メークアップ水量の合計： 3.5 kg-H2O/Nm3-H2

冷却水の単価： 250 円/ton

メークアップ水の費用の合計： 0.88 円/Nm3-H2

take 　1 円/Nm3-H2

H2 & H2O
or

O2 & H2O

水
洗
浄
塔

˄ ˄ ˄

循環ポンプ

冷却水

メークアップ

ブローダウン

プロセス水
メークアップ

水電解水素製造システムフロー図（想定 by IAE）

プロセス水
ブローダウン

H2 & H2O
or

O2 & H2O

循環洗浄水

熱交
換器
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IAE 

CO2フリー水素普及シナリオ研究 

豪州褐炭由来の CO2フリー液化水素の国富流出 

 

１ 修正前の条件／IAE 月例研究会でいただいたコメント／フォローアップ設定条件 

１．１ 修正前の条件（第 8 回シナリオ研での設定条件 by KHI） 

褐炭燃料は権益取得を想定。現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と

想定。褐炭燃料を少し高めに設定し、ロイヤリティーは現時点では考慮していない。 

褐炭燃料代： 15 A$/ﾄﾝ ⇒ （為替レート：81 円/A$） ⇒ 2.3 円/Nm3-H2  

国内還流率： 100 % 

１． ２ IAE 月例研究会でいただいたコメント 

開発輸入水素の国富流出で褐炭燃料は 100 % 国内還流となっているが、海外流出もある

はず。 

１．３ フォローアップ設定条件 

褐炭燃料は権益取得を想定。現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と

想定。褐炭燃料を少し高めに設定し、上乗せした分をロイヤリティー（海外流出分）とした。 

具体的には褐炭燃料単価を以下の通りとした。 

褐炭燃料代： 15 A$/ﾄﾝ ⇒ （為替レート：81 円/A$） ⇒ 2.3 円/Nm3-H2 （by KHI） 

海外流出分：  5 A$/ﾄﾝ （33.3 %） （by IAE） 

国内還流分： 10 A$/ﾄﾝ （66.7 %） （by IAE） 

２ フォローアップ結果 

２． １ 豪州褐炭由来輸入 CO2フリー液化水素の海外流出率、国内還流率 

Case 1： 
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算出例： 褐炭燃料コストの国内還流額 1.5 円/Nm3

（褐炭燃料コスト： 2.3 円/Nm3）×

(褐炭燃料の国内)還流率： 66.7 %）

= 1.5 円/Nm3

輸入水素ｺｽﾄ
（CIF）

29.8 円/Nm3

（KHI公開資料）

算出例： 褐炭燃料コストの国内還流額 1.5 円/Nm3

（褐炭燃料コスト： 2.3 円/Nm3）×

(褐炭燃料の国内)還流率： 66.7 %）

= 1.5 円/Nm3

修正前

（53.5 %） （46.5 %）

 

【資料４．８】 

 

 



脚注*1 2030年における開発輸入CO2フリー水素の目標CIFコスト。輸入量は25億Nm3/年規模。

第2回 NEDO TSC Foresightセミナー（2015年10月30日）でのKHI殿公開資料に基づく。

脚注*2 IAE月例研究会でのコメントを踏まえ、KHI殿の意見を参考にIAEにて設定。

褐炭燃料は現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と想定。

褐炭燃料単価を少し高めに設定し、上乗せした分をロイヤリティー（海外流出）とした。

脚注*3 KHI殿へのヒアリング結果に基づく。

脚注*4 CCSのうち、昇圧用圧縮機が国内還流に貢献と想定。

脚注*5 PL：パイプライン
 

 

 

２．２ 豪州褐炭由来輸入 CO2フリー液化水素の海外流出金額、国内還流金額 

Case １： 
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修正前

（59,400 億円） （51,600 億円）

 

脚注*1 KHI殿公開資料に基づく。

29.8 円/Nm3-H2 X 3,728億Nm3-H2/年 （輸入水素量は4,492百万MMBtu/年相当）

脚注*2 IAE月例研究会でのコメントを踏まえ、KHI殿の意見を参考にIAEにて設定。

褐炭燃料は現状商取引されていないことから、権益取得が比較的容易と想定。

褐炭燃料単価を少し高めに設定し、上乗せした分をロイヤリティー（海外流出）とした。

脚注*3 KHI殿へのヒアリング結果に基づく。

脚注*4 CCSのうち、昇圧用圧縮機が国内還流に貢献と想定。

脚注*5 PL：パイプライン
 

 

 

 



２．３ LNG vs 水素： 輸入 LNG と熱量等価な輸入水素の輸入金額、海外流出／国内還流金額 

＜設定条件＞ 

豪州褐炭液化水素の海外流出率、国内還流率の設定条件は以下の通り（全ケース共通）。 

・海外流出率： 46.5 %（前回） ⇒ 49.0 %（今回） 

・国内還流率： 53.5 %（前回） ⇒ 51.0 %（今回） 

LNG
豪州褐炭
液化水素

LNG
豪州褐炭
液化水素

LNG
豪州褐炭
液化水素

震災以降
(2012年）

2030年
震災以前
(2009年）

2030年 震災前の平均 2030年

輸入単価 18＄/MMBtu 29.8円/Nm3 7.5＄/MMBtu 29.8円/Nm3 11＄/MMBtu 29.8円/Nm3

為替レート 80円/$ - 94円/$ - 120円/$ -
輸入金額 64,700億円 111,000億円 24,200億円 85,000億円 45,900億円 86,000億円

0.853 0.49（*1） 0.886 0.49（*1） 0.868 0.49（*1）
0.147 0.51（*1） 0.114 0.51（*1） 0.132 0.51（*1）

（*1）：IAE設定

輸入金額
（CIF）

海外流出率
国内還流率

4,492百万MMBtu/年 3,432百万MMBtu/年

想定時期

輸入熱量

〈設定条件〉
case 1 case 2 case 3

3,480百万MMBtu/年

 

＜比較結果＞ 

            ≪今回 ≫                         ≪前回≫ 

Case１： 輸入熱量 = 4,492 百万MMBtu/年 
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Case２： 輸入熱量 = 3,432 百万MMBtu/年 
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Case３： 輸入熱量 = 3,480 百万MMBtu/年 
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＜考察＞ 

開発輸入水素のCIF コスト（29.8 円/Nm3）に占める国内還流の割合が比較的高いのは水素製造

と水素液化である。従って、将来、液化水素チェーンが本格普及した時、褐炭燃料におけるロイヤ

リティー（オーナー収益）に多少変動があっても、全体の国内還流率は本試算から大きく減少する

ことはなく、50%程度維持されることが期待できる。また、ＬＮG と熱量等価の開発輸入水素は全体

の金額は増えるが、国外流出金額はＬＮＧと同程度であり、全体金額で増えるその分は国内還流

として増える、と言える。 
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CO2 フリー水素普及シナリオ研究 

CO2 フリー水素普及シナリオ 

＜需給バランス＞ （全体 in 2030）（by IAE） 
(1) 水素 ST での販売量 
(2) 製油所 HPU 代替量 
(3) LNG 火力混焼利用  
(4) その他利用(GT/GE 等) 

（水素調達量 by METI =） 

輸入水素量 ： 25 億 Nm3/年 （FS by KHI） 

国内調達量 ：  9 億 Nm3/年

FCV = 80 万台 
（ﾄｰﾀﾙ）by 2030 年 

16 万 m3 商用タンカー × 2 隻 

25 億 Nm3/年 

30 円/Nm3 （CIF ベース） 
(ＫＨＩ公開資料） 

：  8 億 Nm3/年
：  6 億  〃 
： 13 億  〃 
：  7 億  〃 

計 34 億 Nm3/年

＜２０５０年＞  

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの確立、製油所ＨＰ代替
水素利用、ＬNG ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ発電での水素混焼利用、
他産業での水素利用 ⇒ 水素 ST の自立 
主要課題：価格バランスと需給バランスの両立 

＜２０４０年＞  

＜２０３０年＞  

水素 ST 基数 = 900 基、 
稼働率 = 70 % 
水素販売量= 8 億 Nm3/年 
（ST の規模：平均 300 Nm3/h）

*13

＜サプライチェーン＞ 

16 万 m3 ﾀﾝｶｰ×40 隻 

500 億 Nm3/年 

24 円/Nm3（CIF） 

(ＫＨＩ公開資料） 

＜サプライチェーン＞ 

16 万 m3 ﾀﾝｶｰ×80 隻 

1,000 億 Nm3/年 

18 円/Nm3（CIF） 

(ＫＨＩ公開資料） 

【国際】 化石燃料由来の大規模 CO2 フリー水素サプライチェーンの確立  
主要課題： 安定供給と経済性向上 

【国内】 副生水素や既存設備で製造された水素の利活用。 
中小規模で地産地消型。 

差益（粗利）：500 円/kg 程度

（45 円/Nm3）

海外再エネ由来の大規模 CO2 フリー
水素サプライチェーンの確立。 
主要課題： 安定供給と経済性向上 

水素社会実現の本格化
革新的技術の実用化（水素製造/利用） 

主要課題： サプライチェーンの経済自立 

インフラ： 新設は限定的で、 
既存を最大限活用 

インフラ： 部分新設 

＜水素 ST の自立化 at 2030 （by METI）＞

＜革新的技術＞ 
・酸素燃焼水素 
タービン 

・太陽光利用 
触媒水素製造 

・その他 

インフラ： 本格新設 

METI 水素・燃料電池戦略ロードマップ： 

フェーズ１（現在～）： 水素利用の飛躍的拡大 
フェーズ２（2020 年代後半）：水素発電の本格導入／ 

大規模な水素供給システムの確立 
フェーズ３（2040 年頃）： トータルでの CO2 フリー水素供給システムの確立 

水素 ST 整備費 = 1.7 億円 

水素 ST 運営費 1,500 万円/年 

（METI 資料） 

＜製油所ＨＰＵ
代替水素利用＞ 

世界一般海域での 

船舶燃料低硫黄化 

規制：2020 年開始 

決定 ⇒ 国内水素の増加需要量 

： 約 6 億 Nm3/年（by IAE） 

LNG 火力発電所で水素が 
5vol%混焼されると想定 ⇒  

 計約 13 億 Nm3/年（by IAE） 
①千葉＆神奈川ｴﾘｱ（7LNG 火力、計 2,006 万 kW） 

水素需要量：約 6.9 億 Nm3/年 
②愛知&三重ｴﾘｱ（3LNG 火力、計 957 万 kW） 

水素需要量：約 3.3 億 Nm3/年 
③大阪&兵庫ｴﾘｱ（4LNG 火力、計 845 万 kW） 

水素需要量：約 2.9 億 Nm3/年 
①～③合計水素需要量：約 13 億 Nm3/年 

＜ＬNG/H2 混焼ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ利用＞ 
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図１ 水素需要量合計（日本、合計）

ベース

水素無

原子力P/O・CCS無

CCS貯留量増加

RCP3.4

揚地補助金

＜ＧＲＡＰE によるシミュレーション＞ 
図１ 日本の水素需要量の合計 

（一試算）は 2030 年で 70～140 億 

Nm3、2040 年で 300～350 億 Nm3、 

2050 年で 770～1300 億 Nm3 （RCP3.4

ケースを除いた場合） 

発電部門の影響が大。 
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水素火力における許容水素CIFコスト
*1）

④石油火力代替 水素火力 53  (円/Nm3)

⑤LNG火力代替 水素火力 24 (　　〃　　）　

⑥石炭火力代替 水素火力 20 (　　〃　　）　

CCSあり化石火力発電コスト（in 2030年）

石油火力（CCSあり） 35  (円/kWh)

LNG火力（CCSあり） 16 (　　〃　　）　

石炭火力（CCSあり） 14 (　　〃　　）　

⑤

①自家発専焼（ユーザ限定）

②LNG/水素混焼火力

③HPU代替

① ② ⑤ ⑥③

⑦自家発専焼（普及拡大）

先ずは、CIFコストが 30

円 /Nm3 レベルになる必

*1）CCSあり化石火力とそれを代替

　　 する水素火力の発電コストが同

　　 じになる場合の水素CIF コスト

⑦

＜発電事業用水素発電＞
▼
LNG+CCS
火力代替

▼
LNG火力
混焼

④

【経済支援無】

【経済支援有】

（実証ﾁｪｰﾝ）

＜自家発電＞

＜水素ＳＴ＞
▼

経済自立
（2020年代後半）

混焼（既存）

▼
水素販売価格
：89～98円/Nm3

▼

専焼（普及拡大）

▼

専焼（ユーザ限定）

＜製油所利用＞

（ＨＰＵ代替等）

＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ＞

▼
導入

▼
ﾊﾟｲﾛｯﾄﾁｪｰﾝ
実証（2020）

▼
商用ﾁｪｰﾝ

実証（2025）

▼
商用ﾁｪｰﾝ
運用（2030）

CO2フリー水素のCIFコストは

実証段階では算出が難しく、

商用段階でも小規模だと非

CO2フリー水素のCIFコストは実証段階では算出

が難しく、商用段階でも小規模だと非常に割高と

なると思われる。

従って、商用輸入が本格的に開始される（想定：

2030年）までは経済支援有ベースのフラットな値

とした。

先ずは、CIFコストが 30円 /Nm3 レベル

になる必要がある。
しかし、CCSあり化石火力代替として
水素火力が本格普及するためには、
如何にしてＣＩＦコストで24円/Nm3以
下、究極20円/Nm3を達成するかが課
題である。（ＩＡＥの認識）

＜提言 by IAE＞ 「水素 ST の自立化」 には、政府支援の下、FCV の普及のみならず、グローバルな水素
サプライチェーンの確立や、FCV 以外での比較的大規模普及による水素の＜価格バランス＞と＜需給バラ
ンス＞の両立が不可欠で、製油所 HPU 代替や LNG コンバインド発電での水素混焼利用がキーとなるので
はないか。 そのためには水素 CIF コストを 24 円/Nm3 以下、究極 20 円/Nm3 まで低減させる必要がある。 

＜価格バランス＞ （水素 ST in 2030）（by IAE） 

水素販売価格 ： 96.1 円/Nm3  
(1)  水素 CIF コスト 
(2)  揚地基地 
(3)  国内輸送費 
(4)  ST の整備費（償却） 
(5)  ST の運営費 
(6)  その他 
(7)  利益 
(8)  合計（税抜き） 

： 29.8 円/Nm3 
：  3.2  〃 
：  3.0  〃 
： 12.9  〃 
： 17.0  〃 
： 14.3  〃 
： 15.9  〃 
： 96.1 円/Nm3

【資料４．９ R1】

　　日本の水素需要量（Nm3/年）

発電 運輸 定置 製油所 合計
2030 0 34 0 35 69
2040 145 125 0 38 308
2050 565 187 0 20 772

ベース

１） 再エネ由来水素 
価格と量は個々の環境・条件による。 

２） 既存設備水素（供給余力） 

２） 既存設備水素（供給余力） 

（by AP 研究会） 

国内水素の価格及び供
給量は、主として地域特
性に依存。9 億 Nm3/年とす

ると需給がバランスする。

水素基本戦略 （2017 年 12 月策定） 

・水素調達量： 30 万 t/年（34 億 Nm3/年） 

・利用水素コスト ： 30 円/Nm3  

＜価格バランス＞ （by IAE） 
水素販売価格を2030年と同じとした場合、CIFコストの低
下分だけ利益は増えて、約 22 円/Nm3 となる。 
METI の水素基本戦略（利用水素コスト）： ～20 円/Nm3 

＜需給バランス＞ 
IAE の GRAPE ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる需要量 
・約 310 億 Nm3/年（ﾍﾞｰｽｹｰｽ） 
・約340億Nm3/年（CCS貯留量増加ｹｰｽ）

METI の水素基本戦略（将来調達量） 
・500 万 t～/年（560 億 Nm3～/年） 

＜需給バランス＞ 
IAE の GRAPE ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる需要量 
・約 770 億 Nm3/年（ﾍﾞｰｽｹｰｽ） 
・約 980 億 Nm3/年（CCS 貯留量増加ｹｰｽ）

METI の水素基本戦略（将来調達量） 
・～１,000 万 t/年（～1,120 億 Nm3/年） 

＜価格バランス＞ （by IAE） 
水素販売価格を 2030 年と同じとした場合、CIF コスト
の低下分だけ利益は増えて、約 28 円/Nm3 となる。 

METI の水素基本戦略（利用水素コスト）： 20 円/Nm3 

CCS あり LNG 火力と発電単価が同等となる水素火力の
水素ＣＩＦコスト： ２４円/Nm3 

LNG火力
（CCSあり）

水素火力

年経費 （－）

設備利用率 （%）

設備費 （千円/kW） 158 126
発電端効率 （HHV: %） 49 57
燃料費 （USD/MMBtu: HHV） 16.2 －

（円/MJ: HHV） 1.53 －

（円/Nm
3
） － 24.2

発電単価 16.0 16.0
　 内燃料費 11.4 12.3

0.15
70

LNG火力（CCSあり）と水素火力の主要な比較条件

（円/kWh）
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